
中小企業の生産性向上に向けたFinTechの活用に関する意見の概要 

３．国の対応 
 (1)中小企業対策の強化 
 ・複数のビジネスアプリの導入・活用支援（補助金等） 
 ・低費用負担等で利用できる金融インフラ整備（ｷｬｯｼｭﾚｽ決済､
ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ､ｵｰﾌﾟﾝAPI､電子記録債権、XML電文・金融EDI） 

 ・資金調達の多様化の推進（ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ等） 
 ・資金回収早期化（締日慣行の見直し、ＳＣＣＣ短縮化）の推進 
 ・受発注業務等のＩＴ化の推進 

・FinTechによって、中小企業にとって重要な「金融（資金管理、決済、資金調達）の利便性が向上」する。 
 □資金管理：クラウド会計やモバイルPOSレジ等により、会計・販売動向等をリアルタイムに見える化できる（経営の見える化）。 
 □決   済：キャッシュレス決済（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ、電子ﾏﾈ-､ｽﾏﾎ決済等）への対応により、「顧客減少の回避」「業務の効率化」を実現 
 □資金調達：「個人からの資金調達」や「会計・取引データ等を審査に活用する新たな融資」など、「資金調達の多様化」を実現 

２．商工会議所の対応 
 ・支援体制構築（経営指導員のｽｷﾙ向上､ＩＴ支援人材・ＩＴ事業者との連携） 
 ・情報発信（会報･ＨＰ･会議･巡回･窓口相談等によるIT施策の情報発信） 
 ・合同支援（FinTｅｃｈ･ＩＴ活用方法やＩＴ施策に関するｾﾐﾅｰ･相談会の開催） 
 ・個別支援（経営指導員等による個別相談等により、「経営課題を抽出」し、
「計画策定」「ＩＴﾂｰﾙの導入」「軽減税率対策補助金の活用」等を伴走支援） 

１．中小企業の対応 
 ・複数のビジネスアプリ（クラウド会計、モバイル

POSレジ等）の活用による業務フロー全体のデー
タ連携 

 ・ネットバンキングの利用 
 ・キャッシュレス決済への対応 

・近年、「ＩＴを活用した革新的な金融サービス（FinTech<※>）」が急速に進展し、中小企業経営に影響を与えようとしている。 
・現在、地域の一部の中小企業は、新しいFinTechの動きをチャンスと捉え、「ＩＴ（クラウド会計等）を活用した生産性向上｣を実現。 
・今後、より多くの中小企業が、生産性向上に向け、「FinTechを積極的に活用する」ことが望ましい。 

基本的な考え方 
平成29年６月15日 

 日本商工会議所 

Ⅰ．FinTechが中小企業に与える影響 

Ⅲ．中小企業のFinTechの活用に向けた今後の対応 

・目指すべき姿：現状のアナログ（電話、紙、ＦＡＸ等）業務をデジタル化し、「業務フロー・会計・決済プロセスのデータ連携｣の実現 
・課題：事業者のＩＴリテラシー、各種ツールの費用負担、ＩＴ支援体制（施策×中小企業支援機関×ＩＴ支援人材×IT事業者） 

Ⅱ．FinTech時代における中小企業が目指すべき姿・課題 

 
(2)ＩＴ導入に向けた支援体制の強化・人材育成 
 ・支援体制構築（中小企業支援機関×ＩＴ支援人材×ＩＴ事業者） 
 ・複数ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾌﾟﾘに精通したＩＴ支援人材やＩＴ事業者の育成･ﾘｽ  
  ﾄ化･法認定、ビジネスアプリ・コーディネータ（仮称）の創設 
(3)FinTechを支える基盤（企業・人材・技術等）の強化 
 ・FinTech企業（規制のｻﾝﾄﾞﾎﾞｯｸｽの推進等）・FinTech人材育成 
 ・セキュリティ対策、ブロックチェーン技術の活用推進 

※FinTech:金融（Finance）と技術（Technology）の造語 
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中小企業におけるFinTechの活用イメージ ［参考１］ 

○FinTech（ＩＴを活用した革新的な金融サービス）によって、「金融（決済、資金調達、資金管理）の利便性が向上」する。 
○「業務ﾌﾛｰ全体のﾃﾞｰﾀ連携」により経営が見える化され、ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀに基づく「経営の高度化」「生産性（付加価値向上/業務効率化）の向上」を実現。 

中小企業 

個 人 

企 業 

金融機関 

企 業 

クラウドファンディング(※2) 

ソーシャルレンディング(※3) 

ＰＯファイナンス(※5)・電子記録債権 

トランザクションレンディング（※4） 

◎キャッシュレス決済（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ、電
子ﾏﾈ-、ｽﾏﾎ決済、仮想通貨等） 

決  済 

資金調達 

ＸＭＬ電文・金融ＥＤＩ 
オンライン受発注、受発注ＥＤＩ 

ＸＭＬ電文・金融ＥＤＩ 

◎ネットバンキング 
電子記録債権 

資金の流れをデー
タで記録・自動取
得・一元管理 

電子データで 
受発注情報を交換 
（データ連携） 

電子データで 
債権管理・請求 

蓄積された電子
データ（受発注
等）を活用 

受発注情報と決済
を連携して送金 

キャッシュレスで
受領（現金の管理

不要） 

会計・財務 受発注 債権管理・請求 資金調達 決済（送金） 

◎クラウド会
計等 

ｵﾝﾗｲﾝ受発注 
受発注EDI 

電子請求 

ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ 
ﾚﾝﾃﾞｨﾝｸ 

 
POﾌｧｲﾅﾝｽ 

◎ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ 
電子記録債権 

XML電文・ 
金融EDI 

◎ｷｬｯｼｭﾚｽ決
済 

◎ﾓﾊﾞｲﾙPOS
ﾚｼﾞ 

資金管理 
 

(業務ﾌﾛｰ･会計・決済ﾌﾟ
ﾛｾｽ全体のﾃﾞｰﾀ連携) 

【用語説明】 
※1．ＳＣＣＣ(ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ｷｬｯｼｭ･ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ･ｻｲｸﾙ)短縮化 
   サプライチェーン全体で、「棚卸資産回転日数＋売上債権回

転日数＋買入債務回転日数」を短縮すること 
※2．クラウドファンディング 
    インターネットを通じて個人から出資等を募ること 
※3．ソーシャルレンディング 
    資金運用したい個人と融資を受けたい事業者をマッチング

させ、事業者が個人から融資を受けること 
※4．トランザクションレンディング 
    店舗やインターネット上での取引・決済・在庫等の受発注等

データを用いて運転資金等の融資を受けること 
※5．ＰＯファイナンス 
    商品やサービスが提供される以前の受注段階で発生させ

た条件付電子記録債権を担保として融資を受けること 

入金と請求の情報
を照合して 
自動消込 

決済（入金、消込） 

XML電文・ 
金融EDI 

締日慣行の見直し、ＳＣＣＣ短縮化(※1) 
締日慣行の見直し、ＳＣＣＣ短縮化 

金融の利便性向上 生産性の向上 経営の高度化 

（注：◎短期的対応事項） 
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中小企業の生産性向上に向けた「複数のビジネスアプリ（クラウド）の活用」 

○中小企業は、人手不足・需要不足の中、「生産性（付加価値向上／業務効率化）の向上」が喫緊の課
題となっており、事業計画策定に加え、「業務フロー・会計・決済プロセス全体のデータ連携」と
「リアルタイムデータに基づいた攻めの経営」が必要となる。 

○近年、安価・簡便で高機能なビジネスアプリ（クラウド）が躍進しており、中小企業は生産性向上に向
け「身の丈にあったＩＴ（ビジネスアプリ）の活用」が求められる。 

◆活用内容 
 ・業務フロー・会計・決済プロセス全体（※）のデータ連携（IT化） 
   ※会計・請求、POSレジ・売上集計分析、勤怠・給与、マイナンバー管理、受発

注、顧客・生産・在庫管理等 
 ・攻めの販路開拓（データに基づく顧客管理、販売促進等） 
 ・キャッシュレス対応(ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ､電子ﾏﾈｰ､ﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞ、ｽﾏﾎ決済､仮想通貨等) 
 ・金融機関によるビッグデータに基づく融資（ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝﾚﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ等）の推進 
 ・消費税複数税率導入（H31/10）への対応 
 ・金融決済の高度化（H32年までに導入予定のXML電文・金融EDI）への対応 

人口減少、少子高齢化、需

要減少 

労働力人口の減少、人

手不足 

国の支援策（IT導入補助金、
レジ補助金等）の活用等に
よる対応 

需要動向を見据えた「事業
計画策定」、自計化、各種
データに基づく経営 

IT化による業務フロー全
体の効率化（入力・転記
削減）、データ連携 

外
部
環
境 

課
題 

対
応
策 

◆データ連携の活用段階 
 第１ (自社内)情報共有、会計のＩＴ化 
 第２ (自社内)予約･販売・顧客管理等のＩＴ化 
 第３ (他社間)受発注業務等のＩＴ化（オンライ

ン受発注、受発注EDI） 
 第４ (金融機関間)金融決済の高度化（XML

電文・金融EDI） 

マイナンバー、消費税軽減
税率導入（H31/10-）、XML
電文移行・金融EDI（H32-） 

販路開拓、ビジネスモデル
の転換 

業務効率化、生産性向
上、IT化、設備投資 

経営者の意識不足、情報
の周知、システム対応 

FinTechの進展、IT化手法の
低廉化・簡便化・高機能化
（スマホ・タブレット・クラウド） 

｢業務フロー全体のデータ連携｣に向けた｢複数のビジネスアプリ<ｸﾗｳﾄﾞ>の活用｣ 

経営者の意識不足、社内ＩＴ
人材・外部支援人材の不足 

気付きの場（セミナー・相談
会）、ＩＴ専門家派遣、ＩＴ導入
補助金等 

※EDI：Electronic Data Interchange。電子データ交換 

［参考２］ 3 



   商工会議所経営支援における中小企業の｢ビジネスアプリ（クラウド等)の活用支援｣ 

○中小企業は、人手不足・需要不足の中、「生産性（付加価値向上／業務効率化）の向上」に向け、ＩＴ（ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾌﾟﾘ<ｸﾗｳﾄﾞ等>）
への対応が喫緊の課題となっている中、国は平成28年度第２次補正予算で「中小企業向けＩＴ関連事業」を措置。 

○商工会議所は、国のＩＴ関連事業等を活用しながら、「伴走型支援×ＩＴ活用支援」に取り組む必要がある。 

 

 

危機感が薄く、
ＩＴの必要性が
わからない 

ＩＴに興味はある
が、具体的な効果
がわからない 

ＩＴﾂｰﾙ導入・活
用に取り組みたい 
（計画策定） 

ＩＴﾂｰﾙを 
導入・活用 

【④個別支援】 
・経営指導員等による個別相談や専門家相談等
により、｢経営課題の抽出｣を踏まえて、｢計画策
定｣と｢ＩＴツールの導入｣等を、伴走支援 

 →専門家による相談は、国の専門家派遣事業 
  （ミラサポ）等を活用可能 
 →ＩＴツール導入時は、国の施策等を活用し、Ｉ
Ｔ支援人材・IT事業者と連携して支援 

【③合同支援】 
・ IT活用方法や国のIT
関連事業等に関するセ
ミナー・相談会を開催 

 →講師例：ＩＴ支援人
材・IT事業者 

 →国の100カ所ITセミ
ナー等も活用 

【②情報発信】 
・会報・ＨＰ・会議等に
より、ＩＴ導入・活用
に関する施策情報
（国・都道府県・市
区町）を発信 
・巡回・窓口相談等を
通じて周知・啓発 

【①支援体制構築】 
・経営指導員のＩＴ(ｸﾗｳﾄﾞ
等)支援スキルの向上 

  →国・都道府県・日
商主催の研修への
参加等 

・ＩＴ支援人材・IT事業者
等との連携 

 

経営指導員向け
研修(50カ所) 
・28年度（初開催）は、
2,200人の経営指
導員等（商工会・商
工会議所）が参加 
・29年度も開催予定 

10カ所ITﾌｪｱ、100カ所ITｾﾐﾅｰ（新規） 
・全国10カ所で、「ﾌﾟﾗｽITﾌｪｱ」（ITﾂｰﾙの体
験型展示会､専門家相談会等）が開催（延
べ1.8万人参加） 
・全国100カ所で、「ﾌﾟﾗｽITｾﾐﾅｰ」（ｾﾐﾅｰ、ﾜｰ
ｸｼｮｯﾌﾟ・相談会等）を、商工会議所を中心
に開催中（延べ5,000人程度参加見込） 

 

ＩＴ関連の専門家等派遣事業（拡充） 

・１事業者につき年間3回まで無料 
・年間派遣件数約2.6万件のうち4千件がIT関係 
・IT・情報処理の専門家1,100人（約6,700人中） 
・商工会議所等の支援機関が活用可能 

ＩＴ導入補助金（ソフト支援※）（新規<～6/30>） 

・生産性向上に資するｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ等のITﾂｰﾙ
（会計・決済、顧客管理､受発注等）を業種に応
じﾊﾟｯｹｰｼﾞ化したﾂｰﾙを、IT導入支援事業者が
提供、導入・活用をﾌｫﾛｰ 
・経費の2/3補助（20～100万円） 
・商工会議所等の支援機関は、ＩＴ支援人材・IT
事業者と連携した支援が期待される 
・1次公募(2月)では7,511件が採択 
 

国
の
中
小
企
業
向
け
Ｉ
Ｔ
関
連
事
業 

（
28
年
度
第
２
次
補
正
予
算
事
業
等
） 

中
小
企
業

の
意
識
・

課
題 

商
工
会
議
所
の
取
組 

（
国
・
都
道
府
県
の

施
策
等
を
活
用
） 

生産性
向上！ 

国への意見・要望 
国のＩＴ施策の充実に向
けた意見・要望 

各地商工会議所への

情報提供・研修 

・委員会、イントラネット 

・９ブロック研修会等（内

容例は以下） 

 □商工会議所の対応  

 □国のＩＴ関連事業  

 □IT支援の進め方  

 □ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾌﾟﾘ(ｸﾗｳﾄﾞ

会計等)の活用方法 

IT(ｸﾗｳﾄﾞ等)支援人材
リストの提供等 

日商の取組 

※ハードのＩＴツール（タブレット等）の導入支
援は、「軽減税率対策補助金」（27年度予備
費で基金を設置）を活用可能(～H30/1/31) 
→タブレット等の汎用端末とレシートプリンタ等の
付属機器を組み合わせて、複数税率対応のレ
ジとして利用する場合、導入費用の1/2～2/3を
補助（１システムあたり補助上限20万円） 

IT(ｸﾗｳﾄﾞ等)事業者と
の連携 
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